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基本理念 

  「 共に支え 共にたすけあい 共にいきる ふれあいのまちづくり 」 

スローガン 

 「 み&ん&な&で つくろう 潟上のふくし 」 

（社会福祉法人 潟上市社会福祉協議会 地域福祉活動計画※1 第 3 期～第 4期） 

 

Ⅰ 権利擁護センター 設置完了 

1 法人後見※2の受任体制整備 

確かな支援者（法人）となるため、従事する職員が秋田県社会福祉士会において自己研

鑽を図り、それぞれが専門職後見人として、補完し合える体制を構築しました。また、日

常生活自立支援事業従事者が資産形成等の支援をするために、ファイナンシャルプランナ

ーの資格取得に向け、学習中となっています。 

 

2 法人後見運営委員会 委員 委嘱完了 

潟上市手をつなぐ育成会「当事者の親の会 会長」 

石井寿司法書士事務所「司法書士」 

特定医療法人杉山病院「精神保健福祉士」 

社会福祉法人敬仁会「主任介護支援専門員」 

社会福祉法人南秋つくし苑「基幹相談支援センター 相談支援専門員」 

潟上市地域包括支援センター「社会福祉士」 

  法人後見運営委員会を以上の方々からご快諾をいただきました。 

ご理解、ご協力を賜っている法人や相談支援機関の関係者にお礼申し上げます。 

 

3 中核機関※3との連携のあり方を検討 

 専門職後見人（法人含）が不足している当市において、会議、委員会、実務などの様々な 

レベルでの連携が実践的な段階に移行しました。 

社会福祉法人 潟上市社会福祉協議会 令和 7年度 事業報告 
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4 法人後見を補佐する事業の調査 

今年度の目標として、「判断能力が不十分になる前に、事前に備えることの重要性」を明

記しておりました。 

現段階では、判断能力に不安のある方が利用する「日常生活自立支援事業」の利用を促進

するため、スクリーニングシート及びパンフレットを作成しました。令和８年度より各事業

所への案内を開始いたします。 

 

Ⅱ 包括的な断らない相談体制の整備 

1 複合化した相談者（世帯）へのチームアプローチ体制の構築 

   潟上市内では、高齢者分野の地域包括支援センター※4が市役所内に設置されていました。

また、児童分野では、こども家庭センター※5 が市役所内に昨年設置されました。なお、  

障害分野では、基幹相談支援センター※6を南秋つくし苑が受託し、令和８年度より稼働し

ます。それぞれの分野の支援関係機関と機能が明確になり、より地域生活課題へのアプロ

ーチがしやすくなりました。これは、先述の法人後見運営委員会内においても既に連携さ

れております。 

 

2 自立支援に向けた相談体制の構築 

   今年度より、社会福祉協議会では生活困窮者自立支援機関※7の一部受託を開始しました。

当事業においては、表出した「困窮状態」のみではなく、自立に向けた支援が最重要課題

となります。今後も多機関共同で  表出した課題の「背景にある生活課題」』の緩和・解決

に向けた相談を実施します。 
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スローガンの意味と法的理解 

・排他的ではない地域づくりとして「みんな」とし、SDG’s の理念と合致する。SDG’s はノー

マライゼーションの理念を包含する新たなグローバルチャレンジとなる。 

・「みんな」とは地域の支援機関への呼びかけともなる。（社福法 109 条） 

・「つくろう」は、たとえ支援を必要としている住民であっても社会参加を促す社会福祉法  第

106 条 4-2-二の考えを基本とする。 

・「つくろう」とは、社会福祉協議会が単独では難しい地域福祉ニーズ・「地域生活課題」への

他機関の参加を呼びかけるものとなる。（社福法 109 条） 

・社会福祉法第 4条を基本理念とし、「潟上（地域）」と定める。 

・社会福祉法第 4 条に定められる「地域生活課題」への取組を社会福祉協議会が、地域住民及

び地域の法人と連携して取り組むことを意味する。 

・社会福祉協議会はあくまでも主役ではなく、「＆」 = 「つなぐ役割」である。 

  地域住民と企業と地域を つなぐ（コーディネーション） 

  生活課題を抱えた相談者の社会参加 の つなぎ（エンパワメント） 

  認知症を患う方でも安心して住めるまちづくり の つなぎ（ソーシャルアクション） 

  多機関で関わる相談者 の つなぎ（伴走支援） 

  排除しない地域づくり の つなぎ（アドボカシー） etc… 

・ 「福祉」とは生誕から死後事務までを指し、「良く生きる」ことを意味する。 

社協はその黒子である。 

 

スローガンが意図すること 

  ゆくゆくは重層的支援体制整備事業が義務化される。そのため、今からその基盤を整備  

することが必要となる。先進地（先に取り組んでいる）でも、その事業のボリュームや意味

に翻弄されているところが見受けられる。 

  先ずは、「福祉のすそ野を広げる取組」が重層的支援体制整備事業の最初に取り組むべき事

柄となる。事業の形を展開するのみではなく、その理念を地域住民や他機関・異職種に理解

を得ていく過程をこのスローガンは意味している。 

  その主役は社協ではなく、生活課題を抱えた当事者であることは述べるまでもない。 
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※1 地域福祉活動計画 

 社会福祉協議会（民間）が定める 4 カ年計画です。これは、市役所の社会福祉課（公共）

が定める地域福祉計画と両輪の役割となり、地域福祉の推進を一体的に進めるための計画と

なります。 

 

潟上市地域福祉計画 

  

 

 

 

 

  計画の関係性詳細については、「潟上市地域福祉計画の P7」をご参照ください。 

   （ 5.9MBの PDFファイルのため、Wi-fi 環境下でのコード読み込みを推奨いたします。） 

 

潟上市地域福祉活動計画 

 

 

 

 

 

※2 法人後見 

 後見人は、主に専門職後見人と市民後見人に分類されます。 

 専門職後見人は、弁護士、司法書士、行政書士、社会福祉士などとなります。また、市民後見

人には、親族後見及び一定程度の研修を受けた市民等が選任されます。 

 自然人（人）が後見人を務める以外にも、社会福祉法人や NPO 等の法人が後見人を務める

ことを法人後見と言います。メリットとしては、一人の人で後見事務を行うのではなく、複数人

の専門職等で被後見人の財産管理・身上保護に従事することが出来ます。 

   

厚生労働省 後見ポータルサイト（法人後見とは） より 

 

 

 

URL 

https://www.city.katagami.lg.jp/soshiki/fuk

ushihoken/shakaifukushi/shakaifukushi/55

31.html  

URL 

http://www.katagami-

shakyo.or.jp/gaiyou/index.html 

URL 

https://guardianship.mhlw.go.jp/supports/

corporation/ 

https://www.city.katagami.lg.jp/soshiki/fukushihoken/shakaifukushi/shakaifukushi/5531.html
https://www.city.katagami.lg.jp/soshiki/fukushihoken/shakaifukushi/shakaifukushi/5531.html
https://www.city.katagami.lg.jp/soshiki/fukushihoken/shakaifukushi/shakaifukushi/5531.html
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※3 中核機関 

「中核機関」は権利擁護支援を必要とする市民の方を迅速に適切な支援に繋げるために、各

関係機関やチームで構成された「権利擁護支援のネットワーク」の中心となって全体のコーデ

ィネートを担う機関です。 

 主な機能としては 

（１）「司令塔機能」 権利擁護支援や成年後見制度の利用促進をさらに推進するための 

コーディネート等を担う。 

 （２）「事務局機能」 地域における「協議会」を運営する。 

 （３）「進行管理機能」 専門職等による専門的助言等の支援の確保を担保する。 

 先述の（1）～（3）を実施するための活動は主に以下の 4つとなります。 

1. 広報機能 チラシ作成・配布、小規模講座の実施など周知啓発 

2. 相談機能 ケアマネ・包括支援センター職員向け研修など相談窓口対応力の向上 

3. 成年後見制度利用促進機能 申し立てに関する相談・支援、市民後見人養成研修の実施 

4. 後見人支援機能 後見人等からの相談対応、親族後見支援 

 

中核機関の説明は、「潟上市地域福祉計画」内に潟上市成年後見制度利用促進基本計画（P73）

から詳細が説明されています。 

 

※4 地域包括支援センター 

  地域包括支援センターは、市町村が設置主体となり、保健師・社会福祉士・主任介護支援

専門員等を配置して、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行

うことにより、その保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的とする施

設です。（介護保険法第 115 条の 46第１項） 

 

厚生労働省 資料「地域包括支援センターについて」より 

 

 

 

 

 

 

 

URL 

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000

/001671185.pdf 
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※5 こども家庭センター 

  こども家庭センターは、市区町村の母子保健機能と児童福祉機能が一体的に妊産婦や子育

て家庭への相談支援を行い、早期から切れ目のない包括的で継続的な支援を実施することを

目的としています。 

妊産婦・子育て家庭・こどもからの相談に応じるとともに、サポートプランを活用して対

象者と一緒にニーズ・目標・支援内容等を話し合い、センター職員による直接的な関わりや

相談対応、こどもや家族に接する周囲の方や関係機関・地域資源（民間団体・地域活動等）

による関わりや支援との連携・協働、母子保健事業や子育て支援事業（家庭支援事業含む）

等のサービス活用など、各家庭の状況に応じた支援を継続的に実施・調整する役割を担いま

す。また、地域資源の把握や見える化、関係機関や地域資源の相互の連携強化、地域課題（妊

産婦や子育て家庭のニーズ等）に応じた支援・サービスの構築や担い手の発掘・養成など、

地域における支援体制の整備も役割とされています。 

 

こども家庭庁 資料「こども家庭センター」より 

  

 

 

 

 

 

 

※6 基幹相談支援センター 

  基幹相談支援センターは、地域における障害者の相談支援の中核的な役割を担う機関とし

て、地域の実情に応じて以下の業務等を行うものとしています。 

（１）総合的・専門的な相談支援の実施 

  ・ 障害の種別や各種のニーズに対応できる総合的な相談支援や専門的な相談支援の実施 

（２） 地域の相談支援体制の強化の取組 

   ・地域の相談支援事業者の人材育成や支援の質の向上のための取組の支援（日常的な支援

方針等を検討する場の設置・運営（※）、事業所の訪問や相談支援従事者の業務への同行

等による専門的な助言、研修会の企画・運営（相談支援従事者研修の実習の受入を含む。） 

URL 

https://www.cfa.go.jp/policies/kokasen 
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  ・ 学校や企業、地域包括支援センター、生活困窮者自立相談支援機関、こども家庭セン 

ター等との間での各種情報の収集・提供や連携のための取組の実施、障害者等の支援に

係る専門的助言等 

（３） 自治体と協働した協議会の運営等による地域づくりの取組 ・ 協議会の事務局を 

担った上で、関係機関との緊密化の取組（協議会の事務局運営経費は交付税措置の対象

としており、補助対象外のため留意すること。） 

・ 地域の相談機関との連携強化の取組（相談支援事業者、身体障害者相談員、知的障害

者相談員、民生委員、高齢者、児童、保健・医療、教育・就労等に関する各種の相談機

関等との連携会議の開催等） 

・ 他地域の支援機関等、障害福祉分野以外の支援機関等と連携・協働の促進の取組 

 

厚生労働省 資料「基幹相談支援センターについて」より 

 

 

 

 

 

 

※７ 生活困窮者自立支援機関 

  生活困窮者自立支援機関とは、生活困窮者自立支援法に基づく相談機関となります。 

生活保護に陥る前のセーフティネットであり、位置付けは以下の図のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

URL 

https://www.cfa.go.jp/policies/https://ww

w.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hu

kushi_kaigo/shougaishahukushi/service/kik

an.htmlkokasen 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/service/kikan.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/service/kikan.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/service/kikan.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/service/kikan.html
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１．制度の概要 

 生活にお困りの方の相談を受け付け、一人ひとりの状況に合わせて、仕事の支援、家賃相

当額の支給などの住まいの支援、家計の立て直しの支援などさまざまな支援を提供していま

す。 

 

２．対象者 

 仕事や生活など、様々な困難により生活に困窮している方 

 例えば 

  ・仕事が見つからない 

  ・働きたくても働けない 

  ・家賃を払えない 

  ・住むところがない 

  ・社会に出るのに不安を感じる   など 

 

３．生活困窮者自立支援機関での取組 

・生活保護に至る前の段階の方々等を対象に、自立した生活を営めるように支援している。 

・国の方針に沿い「断らない相談（支援）」を各支援機関と連携し実施。 

・相談の対象者の限定をしない。（例：障がい、高齢、子どもなどの分類で分けない。） 

 

 

厚生労働省 資料「生活困窮者自立支援制度」より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

URL 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite

/bunya/0000059425.html 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000059425.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000059425.html

